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刈谷市は、令和４年２月１７日の３月定例会に
おいて、２０５０年までに二酸化炭素排出量の実質
ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」として、市民
の皆様と一体となって取組むことを表明しました。
エネルギーの地産地消を図るため、刈谷市、知立市、
パートナー事業者の共同出資による地域新電力会社の設立をはじめ再生可能エネ
ルギーの活用など目標達成に向けた取組を進めます。「ゼロカーボンシティ」の
表明は、令和２年１２月定例会の一般質問で要望させて頂いていました。
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刈谷市は、デジタル技術やデータを活用し、誰もが便利さを実感でき
る行政サービスへの変革を推進するため刈谷市ＤＸ(デジタルトランス
フォーメーション)推進計画を策定しました。「役所に行かずに手続がで
きる」、「必要な給付が迅速に行われる」といったデジタルを活用した
プッシュ型サービスを実現するなど利用者目線の改革を進めます。計画
の策定は、令和２年９月定例会の一般質問で要望させて頂いていました。

おくやみ窓口開設事業 故人に関
する市役所内での手続きを各課を
回らず１カ所で案内をする「おく
やみ窓口」を開設します。

小中学校体育館空調設備事業
学校教育と避難所としての環境向上のため、
小中学校の体育館に空調設備を設置します。

放課後児童クラブ運営事業
一部クラブを拠点とした祝日開設の実施など
令和４年９月から試行予定

スマートシティ推進事業
ＩＣＴやＡＩなど先端技術や各種
データを活用し民間企業と連携し
て進めるスマートシティ。構想の
策定や実証実験を行います。

令和４年度予算は、一般会計が６２０億円、特別会計、企業会計を合わせた総額
が９６２億４７０１万６千円となります。子育て支援、教育、高齢者・障がい福
祉などを充実させＤＸの推進や脱炭素社会の実現に向けた取組を加速させていき
ます。公明党刈谷市議団が要望したおくやみ窓口開設事業なども実現します。

企業立地推進事業
依佐美地区工業用地の２期開発区域の事業に
向けた設計と企業誘致を行います。



“プラスチックごみ”や”食品ロス”の削減など環境問題への取組がますます重要
になっています。今回、エコや環境問題への意識向上の為、「循環型社会に向
けた取組について」と題し、①サーキュラーエコノミーの促進について ②廃棄
物資源のリサイクルの推進について ③プラスチックごみ削減の取組について
の３点を質問しました。

刈谷市における食品ロス削減の計画や取組みについて
愛知県は、今年度策定した「愛知県廃棄物処理計画」の中に、「愛知

県食品ロス削減推進計画」を位置づけている。本市においても２０２
３年度で計画期間の満了を迎える「刈谷市一般廃棄物処理基本計画」
の改定に合わせ、食品ロス削減計画を位置づけ策定していく。
食品ロス削減の取組として「全国おいしい食べ切り運動ネットワーク

協議会」を通じての食品ロス削減に係る情報交換や、クリーンカレン
ダーやホームページ、小学４年生向けの環境副読本などで、食品ロス
についての理解を深め、活動が広がるよう啓発に努めている。
４月施行の「プラスチック資源循環法」にあたりプラスチックごみ削減
に向けた市の取組、今後の見解について
本市では、早くからプラスチック製容器包装の回収だけでなく、硬質

プラスチックの回収を行い、プラスチックごみ削減に向け分別収集、
リサイクルを積極的に進めている。ペットボトルは、リサイクル率が
高く、繊維やトレイ等に多くリサイクルさていますが、今後は、何度
でも循環できる資源として活用するため、ペットボトルをペットボト
ルにリサイクルする「ボトルｔｏボトル」の実施に向けた検討を進め
プラスチックがごみになりにくい取り組みを推進していく。
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公明党刈谷支部主催の「里見りゅうじ国政報告会」を刈谷
市産業振興センターで開催しました。感染対策を徹底し収
容定員の半分の人員で開催。ご来賓の自民党石井拓衆議院
議員の挨拶の後、公明党里見りゅうじ参議院議員が２０１
６年の初当選からの実績紹介など国政報告をしました。

公明党は、「子育て世帯」、「高齢者」、「中小・小規模事業者」を対象に、
１月～２月全国でアンケート調査を実施し、約１５万７千件の回答をいただきま
した。「子育て世帯」では、”児童手当の拡充”, ”高等教育無償化”, ”医療費助成の
拡充”を求める声が多く、「高齢者」では、困り事・心配事のトップが ”認知症に
なること” となり、”年金が少ないこと”や”健康の保持・増進”などが続きました。
「中小・小規模事業者」のコロナ禍で最も苦労したことは、”感染対策”と”雇用の
維持”で、望まれる支援策として”事業継承する際の補助金”や”資金繰り支援”など
が挙げられました。皆様から頂いたお声はしっかりと政策につなげていきます。


